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第１章 計画の策定にあたって 
 

１ 計画策定の趣旨 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総

合支援法」という）及び児童福祉法に基づき，障害福祉サービス等及び障害児通所

支援等を計画的に提供するための計画として，３年ごとに「障害福祉計画」及び

「障害児福祉計画」を策定することとなっています。 

本市では，令和３年度から令和５年度までの３年間を計画期間とした「ひたちな

か市障害福祉計画第６期計画」及び「ひたちなか市障害児福祉計画第２期計画」に

基づき各種施策を実施してまいりましたが，この計画期間が終了することから，

「ひたちなか市障害福祉計画第７期計画」及び「ひたちなか市障害児福祉計画第３

期計画」を策定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

この計画は，障害者総合支援法第８８条に基づく「市町村障害福祉計画」及び

児童福祉法第３３条の２０に基づく「市町村障害児福祉計画」として策定するも

のです。 

また，本市の障害福祉の基本計画となる「ひたちなか市障害者プラン第３期計

画」の基本理念の実現に向け，今後の障害福祉サービス及び障害児福祉サービス

などの目標値の設定や見込量などを定めるものです。 

なお，この計画は，成年後見制度の利用促進に関する法律第１４条に基づく，

市町村における「成年後見制度の利用促進に関する施策についての基本的な計画

（成年後見制度利用促進基本計画）」を包含したものとなっています。 

 

区分 障害者計画（障害者プラン） 障害福祉計画・障害児福祉計画 

所管 内閣府 厚生労働省 

根拠法 障害者基本法第 11 条 障害者総合支援法第 88 条 

児童福祉法第 33 条の 20 

策定義務 国、都道府県、市町村 都道府県、市町村 

内容 障害者の自立及び社会参加の

支援等のための施策の総合的

かつ計画的な推進を図るため

に策定するもの。障害者施策

の最も基本的な計画として位

置づけられる。 

障害者・障害児の地域生活を支援する

ためのサービス基盤整備等に係る数値

目標を設定するとともに、障害福祉サ

ービスや障害児通所支援等の提供体制

の確保及び自立支援給付等の円滑な実

施を図るために策定するもの。 
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3 計画の期間 

本計画は，令和６年度から令和８年度までの３か年を計画期間とします。 

Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

      

      

      

 

4 計画の策定体制 

この計画は，障害者団体，障害者支援団体，福祉施設関係者，保健・医療機関，

社会福祉協議会やその他障害者福祉に関係する方々で構成する「ひたちなか市自

立支援協議会」のご意見を頂きながら策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者プラン第３期【令和元年度～令和８年度】 

障害福祉計画（第７期） 

【令和６年度～令和８年度】 

障害福祉計画（第６期） 

【Ｒ３～Ｒ５】 

障害児福祉計画（第２期） 

【Ｒ３～Ｒ５】 

 

障害児福祉計画（第３期） 

【令和６年度～令和８年度】 
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第 2章 障害のある人を取り巻く状況 

 

１ 障害のある人の現況 

（１）身体障害者手帳 

身体障害者手帳所持者数は，令和 5 年 3 月 31 日現在で 4,202 人となっており，

障害別にみると，肢体不自由が 1,859 人で全体の約 44.2％を占め，次いで内部障

害が 1,643 人で約 39.1％となっています。 

 

 【身体障害者手帳所持者数】                    単位：人 

年 度 区分 視 覚 聴覚・平衡 
 音声･言語 

 ･そしゃく 
肢 体 内 部 計 

Ｒ２ 

18 歳以上 272 355 40 1,825 1,598 4,090 

18 歳未満 3 31 1 76 17 128 

計 375 386 41 1,901 1,615 4,218 

Ｒ３ 

18 歳以上 267 360 37 1,773 1,616 4,053 

18 歳未満 3 29 1 73 16 122 

計 270 389 38 1,846 1,632 4,175 

Ｒ４ 

18 歳以上 272 358 42 1,785 1,626 4,083 

18 歳未満 3 25 0 74 17 119 

計 275 383 42 1,859 1,643 4,202 

                        （各年度末日現在） 

資料：障害福祉課 

 

 

 【身体障害者手帳新規所持者数】                  単位：人 

年 度 視 覚 聴覚・平衡 
 音声･言語 

 ･そしゃく 
肢 体 内 部 計 

Ｒ２ 28 14 3 7 57 109 

Ｒ３ 11 20 1 51 146 229 

Ｒ４ 9 9 4 77 161 260 

（各年度末日現在） 

資料：障害福祉課 
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（２）療育手帳 

療育手帳所持者数は，令和 5 年 3 月 31 日現在で 1,334 人となっており，C（軽

度）が 414 人で最も多くなっています。 

 

【療育手帳交付状況】                      単位：人 

年度 区分 ○A  A B C 計 

Ｒ２ 

18 歳以上 223 214 251 242 930 

18 歳未満 58 46 68 144 316 

計 281 260 319 530 1，246 

Ｒ３ 

18 歳以上 232 223 262 253 970 

18 歳未満 56 49 73 142 320 

計 288 272 335 395 1，290 

Ｒ４ 

18 歳以上 240 227 272 260 999 

18 歳未満 56 50 75 154 335 

計 296 277 347 414 1，334 

（各年度末日現在） 

 資料：茨城県福祉相談センター 

 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は，令和 5 年 3 月 31 日現在で 1,206 人となっ

ており，2級が最も多い 670 人となっています。 

 

【精神障害者保健福祉手帳交付状況】               単位：人 

等級 

年度 
１ 級 ２ 級 ３ 級 計 

Ｒ２ 82 572 433 1，087 

Ｒ３ 83 625 444 1，152 

Ｒ４ 77 670 459 1，206 

（各年度末日現在） 

 資料：茨城県精神保健福祉センター 

 

 

 



 

 

 

5 

 

（４）自立支援医療（精神通院）受給者の疾病分類別状況 

自立支援医療受給者は，令和 5 年 3 月 31 日現在で 2,705 人となっており，疾病

分類でみると「気分障害」が最も多く 1,006 人，次いで「統合失調症，統合失調

型障害及び妄想性障害」が 664 人となっています。 

 

 

【自立支援医療（精神通院）受給者の疾病分類別状況】          単位：人 

区分※                     年度 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

症状性を含む器質性精神障害 49 77 72 

精神作用物質使用による精神及び行動の障害 12 25 24 

統合失調症，統合失調症型障害及び妄想性障害 422 677 664 

気分障害 522 979 1，006 

神経症性障害，ストレス関連障害及び身体表現性障害 215 400 409 

生理的障害及び身体的要因に関連した行動症候群 1 4 6 

成人の人格及び行動の障害 7 10 9 

精神遅滞 27 48 51 

心理的発達の障害 84 128 141 

小児期及び青年期に通常発症する行動及び情緒の障害 36 75 83 

てんかん 135 231 240 

 合   計   1,510 2,654 2,705 

           （各年度末日現在） 

 資料：茨城県精神保健福祉センター 

      ※「精神保健福祉センター年報」の分類 
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（５）難病患者等の状況 

指定難病医療受給者証等を所持している方のうち，市の難病患者等見舞金を受

給している方は，令和 5年 3月 31 日現在で，1,079 人となっています。 

 

年度 見舞金受給者数 

Ｒ２ 1,100人 

Ｒ３ 1,079人 

Ｒ４ 1,079人 

 資料：障害福祉課 

 

（６）障害支援区分の年別認定者数  

障害支援区分は，障害福祉サービスにおける介護給付の支給決定にあたり必要

とされる尺度で，障害の多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標

準的な支援の度合いを示すものです。認定調査員による訪問調査，一次判定（コ

ンピュータ判定），二次判定（介護給付等認定審査会）を経て決定されます。 

 

【障害支援区分の認定状況（二次審査後）】             単位：人 

年度 

区分 
Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

区分１ 6 9 6 

区分２ 48 56 65 

区分３ 56 51 69 

区分４ 43 60 60 

区分５ 43 66 42 

区分６ 48 118 99 

非該当 0 0 0 

合計 244 360 341 

資料：障害福祉課 
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２ 障害福祉サービス・障害児通所支援サービスの体系 

障害者総合支援法及び児童福祉法による福祉サービスを利用できる方は，身体

障害・知的障害・精神障害・発達障害のある方（児童）及び難病患者・小児慢性

特定疾病児童です。 

サービスの体系は，障害のある方（児童）に対し個別的に行う「自立支援給

付」及び「児童通所支援」と市町村が実施する「地域生活支援事業」，市町村が

独自に行うその他の事業で構成されます。 

 

 

 

自立支援給付（障害者総合支援法） 

○障害福祉サービス（介護給付・訓練等給付）  ○自立支援医療給付 

○補装具費給付                ○計画相談支援 

○地域相談支援                ○特定障害者特別給付費 

○高額障害福祉サービス費助成 

   

地域生活支援事業（障害者総合支援法） 

○相談支援事業           ○手話奉仕員等養成研修事業 

○意思疎通支援事業         ○日中一時支援事業 

○日常生活用具の給付        〇成年後見制度利用支援事業 

○地域活動支援センター       ○自動車運転装置改造費の助成 

○移動支援事業           ○自動車運転免許取得費用の助成 

○訪問入浴サービス         ○障害者理解促進事業 

 

障害児支援（児童福祉法） 

 ○児童発達支援 

 〇医療型児童発達支援 

 ○放課後等デイサービス 

 ○保育所等訪問支援 

 〇居宅訪問型児童発達支援 

 ○障害児相談支援 

 

 

 

 

 

その他の事業 

  ○発達相談支援事業 

（みんなのみらい支援室） 

○通院通所交通費助成（タクシー券） 

  ○難病患者見舞金の支給 

  ○各種手当の支給       など 

 
 

 

 

【ひたちなか市におけるサービスの体系】 



 

 

 

8 

 

３ 施策の実施状況 

令和３年度から令和５年度までの障害福祉サービス・障害児支援の利用状況は以

下のとおりです。 

 

（１）訪問系サービス  

 

【訪問系サービスの概要】 

サービス名 サービス概要 

居宅介護 自宅にヘルパーが訪問し，調理などの家事援助，入浴などの身体介

護，通院の介添えなどをします。 

重度訪問介護 重度の障害があり常に介護が必要な方に，自宅での食事・排せつの

介助や外出の補助などをします。 

行動援護 知的障害や精神障害により行動が困難で常に介護が必要な方に，外

出時の移動の補助などをします。 

同行援護 重度の視覚障害がある方に，外出時の移動の補助や外出先での代

筆，食事の介助などをします。 

重度障害者等

包括支援 

介護の必要度が非常に高いと認められた方に，居宅介護などのサー

ビスを包括的に提供します。 

 

 

 

【訪問系サービスの利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

居宅介護 
実利用者数 140 140 143 

延べ利用時間数 2,596 2,365 2,219 

重度訪問介護 
実利用者数 7 8 10 

延べ利用時間数 2.875 3,528 4,365 

行動援護 
実利用者数 1 1 0 

延べ利用時間数 13 5 0 

同行援護 
実利用者数 16 17 20 

延べ利用時間数 218 269 319 

重度障害者等包括支援 実利用者数 0 0 0 
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（2）日中活動系サービスⅠ  

 

【日中活動系サービスⅠの概要】 

サービス名 サービス概要 

生活介護 常に介護が必要な方に，施設での入浴，排せつ，食事の介護や創作

活動などの機会を提供します。 

自立訓練 

（機能訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう，一定期間，通所施

設で身体機能の向上のために必要な訓練を行います。 

自立訓練 

（生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう，一定期間，通所施

設で生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

 

 

 

【日中活動系サービスⅠの利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

生活介護 
実利用者数 339 343 348 

延べ利用日数 6,963 6,960 6,937 

自立訓練（機能訓練） 
実利用者数 4 4 3 

延べ利用日数 52 38 15 

自立訓練（生活訓練） 
実利用者数 29 25 17 

延べ利用日数 389 332 246 
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（3）日中活動系サービスⅡ  

 

【日中活動系サービスⅡの概要】 

サービス名 サービス概要 

就労移行支援 一般就労を目指し，一定の期間内にさまざまな生産活動を通じた訓

練をします。 

就労継続支援 

A 型 

一般企業等で働くことが困難な方を対象に，通所施設との雇用契約

により，知識及び能力の向上のための訓練をします。 

就労継続支援 

B 型 

一般企業等で働くことが困難な方を対象に，通所施設での働く場を

提供するとともに，知識及び能力の向上のための訓練をします。 

就労定着支援 就労移行支援等を利用し，一般就労へ移行した方を対象に，就労に

伴う生活面の課題把握や，企業との連絡調整等の必要な支援を行い

ます。 

 

 

 

【日中活動系サービスⅡの利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

就労移行支援 
実利用者数 75 73 69 

延べ利用日数 1,290 1,211 1,143 

就労継続支援 A型 
実利用者数 97 85 95 

延べ利用日数 1,732 1,567 1,704 

就労継続支援 B型 
実利用者数 286 326 361 

延べ利用日数 5,051 5,560 6,335 

就労定着支援 実利用者数 7 5 6 
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（4）日中活動系サービスⅢ  

 

【日中活動系サービスⅢの概要】 

サービス名 サービス概要 

療養介護 医療を伴う常時介護が必要な方に，入院とあわせて機能訓練や看

護，介護を行います。 

短期入所 家で介護を行う方が病気などの場合に，短期間，施設へ入所し，入

浴や食事の介護などをします。 

 

 

【日中活動系サービスⅢの利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

療養介護 
実利用者数 18 19 19 

延べ利用日数 558 589 585 

短期入所 
実利用者数 43 62 63 

延べ利用日数 353 620 549 

 

 

 

（５）居住系サービス  

 

【障害福祉サービスの概要】 

サービス名 サービス概要 

自立生活援助 施設やグループホーム等から一人暮らしへ移行した方の生活力等を

補うために必要な支援を行います。 

共同生活援助 

(グループホ

ーム) 

休日や夜間において、共同生活の場所で相談や入浴，排せつ又は食

事の介護その他の日常生活上の援助をします。 

施設入所支援 施設に入所する方に，入浴や排せつ，食事の介護などをします。 
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【居住系サービスの利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

自立生活援助 実利用者数 0 0 0 

共同生活援助 
実利用者数 142 165 188 

延べ利用日数 4,185 4,826 5,531 

施設入所支援 
実利用者数 171 173 171 

延べ利用日数 5,160 5,274 5,167 

 

 

 

（６）相談支援  

 

【相談支援の概要】 

サービス名 サービス概要 

計画相談支援 障害福祉サービス等の利用について，サービス等利用計画案を作成

し，適切なサービス利用に向けて，ケアマネジメントによりきめ細

かく支援を行います。 

地域移行支援 入所や入院している方が，地域で生活するための住居の確保や地域

生活に移行するための活動に関する相談や支援を行います。 

地域定着支援 単身等で生活する方の常時連絡体制を確保し，緊急事態等が発生し

た場合には，相談や支援を行います。 

 

 

 

【相談支援の利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

計画相談支援 実利用者数 224 242 242 

地域移行支援 実利用者数 0 0 0 

地域定着支援 実利用者数 7 1 1 
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（７）障害児支援  

 

【障害児通所支援の概要】 

サービス名 サービス概要 

児童発達支援 未就学の障害のある児童に日常生活における基本的な動作の指

導，知識技能の付与，集団生活への適応訓練を行います。 

医療型児童発達

支援 

身体に障害のある児童に児童発達支援及び治療を行います。 

放課後等デイサ

ービス 

就学中の障害のある児童に，授業の終了後又は夏休み等の休業

日に，生活能力の向上のために必要な訓練，社会との交流の促

進等を行います。 

保育所等訪問支

援 

保育所等を訪問し，集団生活への適応のための専門的な支援等

を行います。 

居宅訪問型児童

発達支援 

重度の障害等により，通所が著しく困難な児童の居宅を訪問し

発達支援を行います。 

障害児相談支援 児童福祉法のよるサービス等の利用について，サービス等利用

計画案を作成し，適切なサービス利用に向けてケアマネジメン

トによりきめ細かく支援を行います。 

 

【障害児支援の利用状況（各年７月実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

児童発達支援 
実利用者数 75 106 125 

延べ利用日数 963 1,323 1,568 

医療型児童発達支援 
実利用者数 0 0 0 

延べ利用日数 0 0 0 

放課後等デイサービス 
実利用者数 346 368 410 

延べ利用日数 4,640 4,739 5,136 

保育所等訪問支援 
実利用者数 3 8 5 

延べ利用日数 3 9 6 

居宅訪問型児童発達支

援 

実利用者数 0 0 0 

延べ利用日数 0 0 0 

障害児相談支援 実利用者数 116 145 148 
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【発達障害児支援の概要】 

みんなのみらい支援室において，発達に心配のある中学生までの児童，その保護者

及び幼保・小中学校の教諭を支援するため下記事業を実施しています。 

事業名 事業の概要 

個別相談 発達に課題のある児童又はその保護者等を対象に，面談又は電

話による相談対応 

巡回相談 保育園・幼稚園・小学校・中学校に訪問し，支援方法について

の助言・先生方との意見交換を実施 

SST 教室 就学児を対象としたコミュニケーションスキル向上のための教

室 

スキルアップ講

習会 

支援者のスキルアップを目指し，講習会を実施 

発達支援出前講

座 

発達障害に関する理解促進のための講座を実施 

 

 

 

【発達障害児支援事業（年度実績・見込）】 

事業の内容 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

個別相談 

（面談件数） 897 件 952 件 1,000 件 

（電話件数） 372 件 304 件 350 件 

総件数 1,269 件 1,256 件 1,350 件 

巡回相談（訪問件数） 94 件 101 件 100 件 

SST 教室（参加延べ人数） 117 人 32 人 50 人 

親子教室（参加延べ人数） 112 人 40 人 50 人 

スキルアップ講習会（参加者数） 17 人 60 人 90 人 

発達支援出前講座（参加者数） 903 人 1,227 人 1,400 人 

※令和３年度・令和４年度は実績、令和５年度は見込量 
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（８）地域生活支援事業   

【地域生活支援事業の概要】 

地域生活支援事業は，「障害者総合支援法」に基づくサービスとして，地域で生活

する障害のある方のため，ひたちなか市独自に実施する事業です。 

事業名 内容 

理解促進研修・

啓発事業 

障害のある方が日常生活及び社会生活をする上で生じる社会的

障壁をなくすため，学校や市民に対して，障害のある方に対す

る理解を深めるための研修会や啓発活動を実施します。 

相談支援事業 障害のある方やその保護者等からの様々な相談に応じ，必要な

情報の提供や助言を行います。また，障害のある方の権利擁護

のために必要な援助を行います。 

成年後見制度利

用支援事業 

判断能力が不十分な方に，法的に支援する成年後見制度の利用

支援及び費用助成を行います。 

意思疎通支援事

業 

聴覚障害のある方を対象に手話通訳者・要約筆記者を派遣し，

意思疎通・情報取得の円滑を図ります。 

日常生活用具給

付事業 

重度な障害のある方に対し，日常生活を円滑にするための各種

用具を給付します。 

手話奉仕員養成

研修事業 

手話通訳者や要約筆記者を目指す人材を養成する講座を開催し

ます。 

移動支援事業 移動が困難な在宅障害者が外出する際に，ヘルパーが付き添い

必要な支援を行います。 

地域活動支援セ

ンター 

障害のある方に対し，創作的活動，生産活動，社会との交流の

場の提供を行うことで，地域生活支援の促進を図ります。 

訪問入浴サービ

ス事業 

身体の障害のために家庭では入浴することができない重度の障

害のある方に対して移動浴槽車を派遣して入浴のサービスを行

います。 

日中一時支援事

業 

在宅の障害のある方に対し，日中における活動の場を提供し，

日常的に介護している家族等の一時的な休息のための支援を行

います。 

自動車運転免許

取得費助成 

身体に障害のある方が，自動車運転免許を取得する場合に，費

用の一部を助成します。 

自動車改造費助

成 

身体に障害のある方が，自分で運転する自動車のブレーキ等を

改造する場合に，費用の一部を助成します。 
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【地域生活支援事業の実施状況（年度実績）】 

サービスの種類 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 

相談支援事業 2 箇所 2 箇所 2 箇所 

成年後見制度利用支援事業 

（市長申立て件数） 
0 件 2 件 2 件 

意思疎通支援事業 

（延べ利用件数） 

 

手話通訳 305 件 290 件 300 件 

要約筆記 6 件 17 件 18 件 

合計 311 件 307 件 310 件 

利用登録者 63 人 65 人 70 人 

日常生活用具給付事業

（延べ利用件数） 

ストマ用装具 2,452 件 2,486 件 2,490 件 

紙おむつ 669 件 670 件 670 件 

住宅改修 8 件 9 件 9 件 

その他 59 件 85 件 90 件 

合計 3,188 件 3,239 件 3,259 件 

手話奉仕員養成研修事業 

（研修修了者数） 
38 人 23 人 24 人 

移動支援事業    （実利用人数） 48 人 47 人 48 人 

  （延べ利用時間数） 1,179 時間 1,452 時間 1,500 時間 

地域活動支援センター 3 箇所 3 箇所 3 箇所 

訪問入浴サービス事業（実利用人数） 13 人 14 人 16 人 

（延べ利用件数） 997 件 1,180 件 1,205 件 

日中一時支援事業  （実利用人数） 351 人 397 人 402 人 

 （延べ利用日数） 18,139 日 19,692 日 20,735 日 

自動車運転免許取得費助成（実利用人数） 0 人 4 人 3 人 

自動車改造費助成（実利用人数） 1 人 5 人 3 人 

※令和３年度・令和４年度は実績、令和５年度は見込量 
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第３章 計画の基本的な指針 

 

１ 基本理念 

本市の障害者施策の基本計画である第 3 期障害者プランとの連携の観点から第

3期障害者プランと同一の基本理念とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 基本方針 

基本理念を実現するため，次の３つの基本方針に沿って具体的施策を実施します。 

 

基本方針１ 自分らしく生きるための支援 

 障害のある方が自分らしく生きるためには，自己決定の尊重と種類・程度に応じ

た柔軟な福祉サービスの提供が必要です。障害福祉サービスの充実を図るとともに，

持続的な提供体制の確保を図ります。 

 

基本方針２ 健やかな育ちへの支援 

 障害の早期発見・早期支援に努めるとともに，障害や発達段階に応じた多様なニ

ーズに適切に応えられる支援体制の確保を図ります。 

 

基本方針３ 安心して暮らすための支援 

 住み慣れた地域で安心して暮らすため，日常生活を円滑に送るための支援の充実

に努めるとともに，障害のある方やその家族が抱える問題や悩みが改善される体制

づくりを進めます。 

 

 

みんなでつくる 地域で共に生きるまち 
   みんなで力を合わせながら，共に支え合い，関わり合いながら 

安心して暮らせる地域社会の実現を目指す 
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３ 計画の成果目標 

国の「基本指針」では，さまざまな課題に対応するため，障害福祉サービス及

び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標を定めています。本計画では，

国の基本指針に基づき下記の成果目標を定めるとともに，本計画期間において重

点的に取り組む事項を設定します。 

 

 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

項目 数値 基本指針 

（実績） 

令和４年度末の施設入所者数 

 

173 人 令和４年度末時点の施設入所者

数から５％以上削減することを

基本とする。 
【目標】 

令和８年度末の施設入所者数 

 

164 人 

 

 

 

（２）地域生活支援拠点の整備【重点施策①】 

令和８年度末までに地域生活支援拠点を整備します。 

項目 数値 基本指針 

【目標】 

地域生活支援拠点の早期整備 

 

 

1 か所 

地域生活支援拠点を整備すると

ともに，コーディネーターの配

置などによる効果的な支援体制

及び緊急時の連絡体制の構築を

進める。 

≪本市における取組方針≫ 

◆緊急時の受入れ先の確保，体験の機会・場の提供について，協力機関の確保

と運用方法の検討を進めます。 

◆在宅障害者が単身となった場合でも安心して生活できる支援体制の構築に向

けて検討を行います。 
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（３）相談支援体制の充実・強化【重点施策②】 

令和５年度に設置した基幹相談支援センターを中核として、地域の相談支援体

制の更なる充実・強化を図っていきます。 

項目 数値 基本指針 

【目標】 

基幹相談支援センターの充実 

 

実施 

総合的な相談支援，地域の相談支

援体制の強化及び関係機関等の連

携の緊密化を通じた地域づくりの

役割を担う基幹相談支援センター

を設置する。 

【目標】 

相談支援体制の強化 

 

実施 

計画相談支援，地域相談支援，一

般相談支援及び基幹相談支援セン

ター等が各々の機能を活かし相互

に連携する仕組みを構築する。 

≪本市における取組方針≫ 

◆基幹相談支援センターでは，地域の相談支援事業所に対する専門的な指導や

助言，人材育成の支援，地域の相談機関との連携強化，個別事例の支援内容の

検証などを実施します。 

◆障害者，家族，地域住民等にとってアクセスしやすい相談支援体制を構築

し，相談支援体制の強化を図ります。 

◆当事者や家族が同じ立場で気軽に相談できる場をつくります。 

 

（４）障害児支援の提供体制の整備 

国の基本指針に基づき，令和８年度末までに障害児支援の体制を整備します。 

項目 数値 基本指針 

【目標】 

児童発達支援センターの設置 

 

１か所 

令和８年度末までに，各市町村に

１か所以上設置する。 

【目標】 

重症心身障害児を支援する児童発

達支援事業所等の確保 

 

１か所 

令和８年度末までに，各市町村に

１か所以上確保する。 

 

（５）障害福祉サービス等の質を向上させるための体制の強化 

項目 数値 基本指針 

【目標】 

計画的な人材育成の推進 

 

実施 

県が実施する相談支援専門員及び

サービス管理責任者・児童発達支

援管理責任者向けの階層別研修の

受講促進を図る。 

【目標】 

指導監査結果の共有 

 

実施 

県が実施する指定事業者に対する

指導監査結果の共有を図る。 
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４ 施策の体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《基
本
理
念
》  

 

み
ん
な
で
つ
く
る 

地
域
で
共
に
生
き
る
ま
ち 

基本方針１ 

 自分らしく生きるための支援 

 

 

成果目標 

(1)施設入所者の地域生活への移行 

 

〇訪問系サービス 

  居宅介護・重度訪問介護 

  同行援護・行動援護 

  重度障害者等包括支援 

〇日中活動系サービス 

  生活介護・自立訓練（機能訓練） 

  自立訓練（生活訓練） 

  就労移行支援・就労継続支援A型 

  就労継続支援B型・就労定着支援 

  療養介護・短期入所 

〇居住系サービス 

  自立生活援助・共同生活援助 

  施設入所支援 

〇相談支援 

  計画相談支援・地域移行支援 

  地域定着支援 

 

基本方針２ 

 健やかな育ちへの支援 

 

 

成果目標 

(4)障害児支援の提供体制の整備      

基本方針３ 

 安心して暮らすための支援 

 

 

成果目標 

(2)地域生活支援拠点等の整備 

(3)相談支援体制の充実・強化 

(5)障害福祉サービス等の質を向上

させるための体制の強化 

≪基本方針及び成果目標≫ ≪具体的施策≫ 

〇障害児通所支援 

 児童発達支援・医療型児童発達支援 

 放課後等デイサービス 

 保育所等訪問支援・障害児相談支援 

〇発達障害児支援事業 

〇地域生活支援事業 

 理解促進研修・啓発事業 

 相談支援事業・意思疎通支援事業 

成年後見制度利用支援事業 

日常生活用具給付事業 

移動支援事業 

手話奉仕員養成研修事業 

地域活動支援センター 

日中一時支援事業 など 

〇その他事業 

障害者相談員 

合理的配慮推進事業補助金 など 
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第４章 障害福祉施策の見込量と確保策 
 

１ 障害福祉サービスの見込み量と確保策 

本計画では国の基本指針に基づき，障害福祉サービスの見込量と確保策を設定し

ます。 

（１）訪問系サービス 

【訪問系サービスの見込量（１か月あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

居宅介護 
実利用者数 146 152 164 

延べ利用時間数 2,360 2,454 2,552 

重度訪問介護 
実利用者数 10 10 11 

延べ利用時間数 4,500 4,590 5,692 

行動援護 
実利用者数 1 2 3 

延べ利用時間数 10 15 18 

同行援護 
実利用者数 22 23 24 

延べ利用時間数 330 343 357 

重度障害者等包括支援 実利用者数 1 1 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保策】 

 ・地域で暮らす障害者の自立した生活を支えるため，個々のニーズに応じたきめ細か 

なサービス提供体制の確保に努めます。 

・障害の程度や特性にかかわらず，安定してサービスを提供できるよう提供体制の 

確保に努めます。 
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（２）日中活動系サービス 

【日中活動系サービスの見込量（１か月あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

生活介護 
実利用者数 350 361 389 

延べ利用日数 7,100 7,313 7,606 

自立訓練（機能訓練） 
実利用者数 4 5 6 

延べ利用日数 60 75 77 

自立訓練（生活訓練） 
実利用者数 25 26 29 

延べ利用日数 430 456 492 

就労移行支援 
実利用者数 70 75 80 

延べ利用日数 1,200 1,284 1,374 

就労継続支援 A型 
実利用者数 97 102 110 

延べ利用日数 1,750 1,890 2,079 

就労継続支援 B型 
実利用者数 400 460 556 

延べ利用日数 6,650 7,382 8,267 

就労定着支援 実利用者数 6 8 12 

療養介護 
実利用者数 20 20 20 

延べ利用日数 600 600 600 

短期入所 
実利用者数 65 76 88 

延べ利用日数 570 827 1,033 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保策】 

・施設や病院から地域へ移行した障害者に，日中活動や就労の場など社会参加を支援 

するサービスの提供体制の整備に取り組みます。 

・就労を希望する障害者が様々な経験を通して自分に合った就労先を見つけ，継続的 

に働くことができるよう，関係機関と連携しながら支援の充実を図ります。 

・必要な時に身近な場所で短期入所を利用できるよう，事業所の確保や空き情報の 

提供などの環境整備に努めます。 
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（３）居住系サービス 

【居住系サービスの見込量（１か月あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

自立生活援助 実利用者数 2 6 13 

共同生活援助 
実利用者数 214 244 283 

延べ利用日数 6,339 7,290 8,383 

施設入所支援 
実利用者数 168 165 164 

延べ利用日数 5,100 4,896 4,798 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）相談支援 

【相談支援の見込量（１か月あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

計画相談支援 実利用者数 248 268 284 

地域移行支援 実利用者数 2 5 10 

地域定着支援 実利用者数 1 3 5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保策】 

・ライフステージごとに異なる居住ニーズを把握し，障害者が多様な居住形態を 

選択できる体制整備を図ります。 

・施設入所については，在宅サービスを活用して地域移行をできるかぎり進める 

とともに，在宅生活が困難な重度障害者が安心して過ごせる場所を提供します。 

 ・グループホームでの円滑な生活を支援するため，家賃補助や就労支援事業所との 

  連携などにより経済的自立を支援します。 

【確保策】 

・サービスを利用する障害者のニーズやアセスメントに基づき適切な計画を提供でき 

るよう，相談支援事業所の整備に努めます。 

・複雑化するニーズに対応できるよう，相談支援専門員のスキルアップのための講習 

会の実施やケース検討の場を提供します。 

 ・地域移行支援・地域定着支援については，保健所や医療機関及びサービス提供事業 

  所などと連携し，地域での生活を希望する障害者の受入れ促進を図ります。 
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２ 障害児支援の見込量と確保策 

【障害児支援の見込量（１か月あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

児童発達支援 
実利用者数 150 177 218 

延べ利用日数 2,038 2,752 4,073 

医療型児童発達支援 実利用者数 1 2 4 

放課後等デイサービス 
実利用者数 448 520 634 

延べ利用日数 5,300 6,042 7,130 

保育所等訪問支援 
実利用者数 5 8 10 

延べ利用日数 8 11 13 

居宅訪問型児童発達支

援 

実利用者数 1 1 1 

延べ利用日数 4 4 4 

障害児相談支援 実利用者数 156 195 236 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保策】 

・障害児が必要な支援を受けながら健やかに成長できるよう，通所サービス事業所の 

確保に努めます。 

・障害児相談支援事業所とサービス事業所の連携強化を図ります。 

・保育所や幼稚園，学校において障害児が円滑に生活できるよう支援体制の充実を 

図ります。 

・みんなのみらい支援室を中核として発達の段階に応じた切れ目ない支援とそれを 

支える地域のネットワークづくりに努めます。 
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３ 地域生活支援事業の見込量と確保策 

【地域生活支援事業の見込量（年度あたり）】 

サービスの種類 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 

理解促進研修・啓発事業 実施 実施 実施 

相談支援事業 2 箇所 4 箇所 4 箇所 

成年後見制度利用支援事業 

（市長申立て件数） 
2 件 2 件 2 件 

意思疎通支援事業 

 

 

手話通訳 450 件 460 件 470 件 

要約筆記 20 件 25 件 30 件 

合計 470 件 485 件 500 件 

日常生活用具給付事業 

 

ストマ用装具 2,500 件 2,500 件 2,600 件 

紙おむつ 680 件 680 件 700 件 

住宅改修 10 件 10 件 10 件 

その他 95 件 95 件 95 件 

手話奉仕員養成研修事業（研修修了者数） 25 人 28 人 30 人 

移動支援事業   （実利用人数） 50 人 50 人 50 人 

   （総利用時間数） 1,500 時間 1,500 時間 1,500 時間 

地域活動支援センター 3 箇所 3 箇所 3 箇所 

訪問入浴サービス事業（実利用人数） 16 人 17 人 17 人 

（総利用件数） 1,205 件 1,275 件 1,275 件 

日中一時支援事業  （実利用人数） 420 人 450 人 480 人 

  （総利用日数） 20,800 日 21,000 日 21,200 日 

自動車運転免許取得費助成（実利用人数） 3 人 3 人 3 人 

自動車改造費助成 （実利用人数） 3 人 3 人 3 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保策】 

・小学校や中学校への出前授業の実施，地域で活動する団体や企業向けの講習会開催を

通じて，障害者への理解促進を図ります。 

・手話通訳者や要約筆記者の派遣により，聴覚障害者が円滑に意思疎通できるよう支援

します。あわせて，手話奉仕員養成研修により人材育成を図ります。 

・相談支援事業の再構築を検討します。 

・成年後見制度の普及啓発と市長申立ての活用について理解促進を図ります。 

・日常生活の支援として，日常生活用具の給付，移動支援，日中一時支援等の提供体制

確保に努めます。 

・障害者の社会参加を促進するため，必要な支援を行います。 
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第５章 成年後見制度の利用促進 
 

 

１ 計画の背景 

国では，成年後見制度の利用の促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す

ることを目的として，平成２８年５月に成年後見制度の利用の促進に関する法律

（以下「利用促進法」という。）を施行し，これまでの取組に加えて，ノーマラ

イゼーション，自己決定の尊重，身上保護の重視に向けた制度理念の尊重を図る

としています。また，利用促進法において，県や市町村に対して，制度の利用を

促進する体制として，地域連携ネットワークの整備及び中核機関の設置等に努め

ることが明示されました。 

本市では，生活に密接に関わる成年後見制度についての施策を推進するため，

本計画とひたちなか市成年後見利用促進基本計画（第２期）を一体的に策定し，

取り組むものです。 

 

 

２ 成年後見制度について 

（１）計画の目的 

成年後見制度とは，障害があり自分で判断することが難しい人について，家庭

裁判所によって選ばれた成年後見人等が，身の回りに配慮しながら財産の管理や

福祉サービス等の契約を行い，本人の権利を守り生活を支援する制度です。 

判断能力が十分でない人は，不動産や預貯金などの財産管理や身の回りの支援

や施設入所などの障害福祉サービスに関する契約を結ぶ必要があっても，自分で

行うことが難しい場合があります。また，自分に不利益であってもよく判断がで

きずに契約を結んでしまい，消費者被害に遭うおそれもあります。このような判

断能力が十分でない人を成年後見人等が保護し，本人に代わって財産管理や契約

行為等の支援を行います。 

市内には多くの障害のある方が生活されており，今後もサービスの利用援助や

財産管理，日常生活上の援助など権利擁護に関する支援や相談が増加していくこ

とが予想されます。 

成年後見制度は，障害のある方の権利と利益を守る上で重要なものであり，制

度の更なる啓発及び円滑な利用に向けた支援を推進していきます。 
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（２）制度の説明 

◎成年後見制度の種類 

成年後見制度は，大きく分けて２つ，任意後見制度と法定後見制度があります。 

 任意後見制度は，本人に十分な判断能力があるうちに，あらかじめ本人自らが選

んだ人（任意後見人）に，判断能力が低下した場合に代わりにしてもらいたいこと

を契約（任意後見契約）で決めておく制度です。 

 法定後見制度は，本人の判断能力が不十分になった後，家庭裁判所によって，成

年後見人等が選ばれる制度です。本人の判断能力に応じて，補助，保佐，後見の３

つの類型が用意されています。 

 

◎成年後見人等 

選任される成年後見人等は，家族などの親族後見人，第三者である専門職の専門

職後見人，社会福祉法人等の団体が後見人に就任する法人後見，身近な地域の人が

後見人に就任する社会貢献型後見人（市民後見人）などに分類されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【関連事業】 

◎日常生活自立支援事業 

成年後見制度とは異なりますが，判断能力の低下が比較的軽度な人の権利擁護のため

の事業です。知的障害や精神障害などにより，判断能力が一定程度あるが十分でないこ

とでさまざまなサービスを適切に利用することが困難な人を対象に，契約に基づく福祉

サービスの利用援助を中心として，地域で安心して暮らせるよう支援する事業です。 

ひたちなか市では，「ひたちなか市社会福祉協議会」が実施しています。 
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３ 基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１ 利用者に寄り添った制度の運用を進めます 

  生活上の基本的ニーズの充足だけでなく，本人らしい生活ができるよう，本 

人の意思を十分尊重するための意思決定支援を前提とした上で，財産管理や身

上保護を中心とした成年後見制度の運用を進めます。 

 

基本目標２ 地域ぐるみで権利擁護支援に取り組む仕組みをつくります 

  地域の住民・団体・関係機関がそれぞれの役割を果たしながら連携し，支援 

が必要な人を早期に発見し，速やかな支援につなげられるよう，地域連携ネッ

トワークを構築します。地域連携ネットワークの構築によって，保健・医療・

福祉・司法を含めた連携の仕組みを構築し，制度の広報から利用の相談，マッ

チング，後見人支援等まで幅広い支援に努めます。 

 また，権利擁護支援・制度利用促進機能の強化に向けて，相談機能をはじめ，

情報連携の核となる中核機関を設置します。 

 併せて，障害特性を理解した上で支援を行える担い手として，市民後見人の

育成に努めます。 

 

基本目標３ 安心して成年後見制度を利用できる基盤を整備します 

  各関係機関等のネットワークを活用し，利用ニーズを把握するとともに，支

援が必要な人の早期把握と早期支援に努めます。また，後見人等が知識不足な

どから誤った制度運用を行わないよう，地域連携ネットワーク等によるチーム

体制での支援を進めていきます。 

 

《基本理念》 みんなでつくる 地域で共に生きるまち 

基本目標１ 利用者に寄り添った制度の運用 

基本目標２ 地域ぐるみで権利擁護支援に取り組む仕組み 

基本目標３ 安心して成年後見制度を利用できる基盤整備 
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４ 施策の方針 

（１）地域連携ネットワークの構築 

地域連携ネットワークとは，成年後見制度の利用が必要な方の状況に応じ，適

切に必要な支援につなげる地域連携の仕組みです。 

「権利擁護支援の必要な人の発見・支援」，「早期の段階から相談・対応体制

の整備」，「意思決定支援・身上保護を重視した成年後見制度の運用に資する支

援体制の構築」という３つの役割を念頭に，既存の保健・医療・福祉の連携（医

療・福祉につながる仕組み）に司法を含めた連携の仕組みを構築し，「チーム」，

「中核機関」，「協議会」で構成します。 

現在，いばらき県央地域連携中枢都市圏において，「市民後見人の養成及び活

動支援」等の成年後見支援事業を実施しているため，地域連携ネットワークにつ

いてもいばらき県央地域連携中枢都市圏域において設置します。 

 

※いばらき県央地域連携中枢都市圏構成市町村 

  水戸市・笠間市・ひたちなか市・那珂市・小美玉市・茨城町・ 

大洗町・城里町・東海村 

 

① チーム 

チームは，親族，福祉・医療・地域の関係者及び後見人等が協力して日常的

に本人を見守り，本人の意思や状況を継続的に把握し，必要な支援を行うネッ

トワーク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：市町村成年後見制度利用促進基本計画策定の手引き（厚生労働省） 

チームのイメージ図 
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② 中核機関 

中核機関は，地域連携ネットワーク全体のコーディネート及び成年後見制度

の利用促進の中心的な役割を担います。 

 

  【整備方法】 

   中核機関の機能を市町村中核機関（ひたちなか市及びひたちなか市社会福祉 

協議会）及び広域中核機関（水戸市及び水戸市社会福祉協議会）が分担し整備 

します。 

 

  【運営方針】 

機能 

実施内容 

広域中核機関 

（水戸市・水戸市社協） 
市町村中核機関 

（ひたちなか市・ひたちなか社協） 

広報機能 

・ホームページ等への掲載 

・ニュースレターの発行 

 

・パンフレットの作成・配布 

・ホームページ等への掲載 

・住民向け学習会・相談会 

相談機能 
 ・市及び社協での相談対応 

・住民向け相談会 

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
機
能 

受任者調整等の

支援 

・市民後見人養成講座修了

者名簿の作成 

・市民後見人候補者の家庭

裁判所への推薦 

 

担い手の育成・

活動の促進 

・市民後見人養成講座 

・市民後見人養成講座フォ

ローアップ研修 

・活動機会（日常生活自立

支援事業の生活支援員，

法人後見支援員）の提供 

・市民後見人養成講座修了者に

対する事例検討の場への参加

支援 

・活動機会（日常生活自立支援

事業の生活支援員，法人後見

支援員）の提供 

日常生活自立支

援事業等関連制

度からのスムー

ズな移行 

 ・日常生活自立支援事業利用 

者に係る成年後見制度への移

行の妥当性の判断 

後見人支援機能 

・活動支援ガイドライン等

作成 

・市民後見人養成講座フォ

ローアップ研修 

・チームに対する助言，指導 
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③ 協議会（権利擁護地域連携ネットワーク協議会） 

協議会は，地域課題の検討・調整・解決機能及び，成年後見制度を含む地域

の権利擁護に関する各機関との情報交換・調整機能の役割を担う合議体です。 

 

  【整備方法】 

    いばらき県央地域連携中枢都市圏を対象範囲とする関係機関で整備します。

事務局は広域中核機関が実施します。 

   

  【構成】 

家庭裁判所，弁護士会，司法書士会，社会福祉士会，行政書士会， 

税理士会，法テラス，水戸市消費生活センター，県銀行協会， 

県警察，県医師会，市町村，市町村社会福祉協議会 
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（２）成年後見制度の利用支援 

① 市長申立て 

判断能力が十分でない方が成年後見人等が必要な状況にあるにもかかわらず， 

本人や親族等がともに申立てを行うことが難しい場合，市長が家庭裁判所に成 

年後見人等の選任の申立てを行います。 

 

② 費用助成 

市長が家庭裁判所に成年後見人等の選任の申立てを行った場合で，その費用の

負担が困難な方に対し，申立費用や後見人等に対する報酬費用の助成を行います。 
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第６章 計画の推進に向けて 
 

（１）計画の広報・周知の充実 

障害のある方が自分らしく安心して地域で暮らすため，様々な障害者に対する

福祉サービスの提供体制の整備促進に努めるとともに，障害のある方が必要とす

るサービスの適切な利用につながるよう，計画について市ホームページなどを通

じて情報提供に努めます。また，幅広く市民に周知し，意見の把握に努めるとと

もに，障害に関する市民の理解を深め，障害者の社会参加を促進するため，さま

ざまな機会や場において周知・啓発活動を進めます。 

 

（２）サービス提供体制の整備に向けて 

障害のある方のニーズに応え，適切なサービスが提供されるよう，各事業者・

機関などと連携・支援していきます。 

また，障害福祉サービスの質の向上を図るため，茨城県が実施する各種研修な

どへの参加・参画などを事業者に働きかけていきます。 

さらに，地域生活支援事業については，利用者のニーズに対応した適切なサー

ビスが提供されるよう，事業者への指導・情報提供に努めます。 

 

（３）相談窓口・支援ネットワークの整備・充実 

障害のある方が，身近な所で一元的に福祉制度や障害福祉サービスなどについ

ての情報を得られ，サービスの利用に際して「自己選択」・「自己決定」ができ

るよう，相談支援事業者のさらなる確保と連携の強化を図ります。 

基幹相談支援センターを中核として，市内事業所のネットワーク整備，事業所

職員のスキルアップや専門機関の紹介，相談機会の提供など質の強化を図る取組

みを推進します。 

また，障害特性や当事者のニーズなどに適切かつ的確に応えられるよう，「ひ

たちなか市自立支援協議会の部会」の活用に努めます。 

 

（４）関係各課・関係機関・関係団体等との連携 

障害者施策全般の取組を円滑に推進するため，保健・医療・福祉・教育・就労

など各分野の連携を強化することが重要です。子ども・障害・高齢・介護など複

数の部門を横断する課題について，関係機関が緊密な連携を図ることができるよ

う協力体制の確立に努めます。 

市においても，障害部門以外にも働きかけて職員向け研修や情報共有などを積
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極的に行い，障害者への理解を高めながら，関係各課との連携を図ります。 

 

（５）計画の点検・評価 

 障害者総合支援法においては，障害福祉計画に定める事項について，定期的に調

査，分析及び評価を行い，必要があると認めるときは計画を変更すること，その他

必要な措置を講じること（ＰＤＣＡサイクル）とされています。そのため，本市に

おいては毎年度，ひたちなか市自立支援協議会に報告し，点検・評価を受けるとと

もに，計画の達成状況や計画を推進していくための方策について意見・提案などを

受け，計画の施策に必要な事業の検討を行います。 
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【ＰＤＣＡサイクルとは】 

さまざまな分野・領域における品質改善や業務改善などに広く活用されているマネジメント

手法で「計画（Ｐｌａｎ）」「実行（Ｄｏ）」「評価（Ｃｈｅｃｋ）」「改善（Ａｃｔ）」のプロセスで順に実施し

ていくものです。 


